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連合長野は、2021年12月21日に長野県庁で
県政に対する知事への要請を行いました。
冒頭の挨拶で連合長野･根橋会長は、「コロ

ナ禍において、多様な働き方を選択し、社会に
出てきている皆さんに、セーフティーネットが行き届
かなかったことは今回の気付きでもあった。残念
ながら、このような有事であってもセーフティーネッ
トを強固なものにしていこうといった問題意識は
まだまだ薄いと感じる。元の日常への郷愁ではな
く、次なる時代をコロナ禍の気付きを踏まえ、新し
い働き方･暮らし･経済を、どう作っていくのかを
問われている」と語りました。
阿部知事からは、「1960年に池田総理の所
得倍増計画が閣議決定され、1960年代には
色々な国の仕組みがつくられている。今でも良
い制度もあるが、時代の変化に合わなくなってき
ている制度もある。当時の制度では環境制約は
あまりなく、これでは現在の経済活動は続けてい
けないと多くの経営者も気付いている。経済･社
会保障･教育の在り方などを、根本から変えてい
かなければならない。労働者の格差問題、非正
規雇用の不安定さや収入の少なさ、社会保障

の枠組みから取り残されてしまった人達など、セッ
トで考えていく必要がある。この転換期に雇用を
支え、働く皆さんがやりがいを持ち、暮らしの安定
を確保しながら生活することが出来るのかといっ
た大きな話も、連合の皆さんとフラットな関係で
一緒に考えていきたい」と述べました。
根橋会長より阿部知事に要請書が手渡され、
小松事務局長より要請内容の説明がありました。
その後の懇談では、コロナ禍で鳴りを潜めてし
まった働き方改革についての意見交換がされま
した。また、各副会長からは、一人親世帯や非正
規労働者の皆さんとの意見交換の場の設定や、
今後の県政要求の在り方について、要請に対
する前進が見えるよう、双方で連携していくこと
を確認しました。また、各産業や業種ごと抱える
課題などの意見交換も行われ、阿部知事から
は、連合長野や経済団体などとの対話により、
実態を偏りなく可視化したうえで、県としての支
援策を講じていきたいとの回答がありました。
今後も連合長野は、県政との密接な関係を
維持していきます。
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働くことを軸とする安心社会をめざして
～長野県政 知事への要請～



連合長野は、2021年12月14・20日の2日間

にわたり、長野県庁で先般の県政要求に対

する県からの回答を踏まえ、部局長との懇談

を行いました。

西澤政策担当委員長は両日の挨拶で、「部

局長との懇談は、一昨年は台風19号災害、昨

年は新型コロナウイルス対応のため開催す

ることが出来ず、3年ぶりの開催となった。先

日も連合長野推薦県議会議員と懇談を設け、

県政要求の説明を行い、推薦議員と共有を

図ったところ。また、連合は官民の労働組合が結集

する組織。各組織から様々な県政への要望を頂い

ているので、私たちが考える政策を実現できたら

良いと思う。私たちから見れば、県政は少し遠い存

在。このような機会を与えていただいたことに感謝

する」と述べました。

初日は、県民文化部、健康福祉部、産業労働部の

3部署で懇談が行われ、2日目は、教育委員会、建設

部、企画振興部の3部署で行われました。その中で、

林産業労働部長は、「コロナ禍が続く中、雇用面が

心配。まだまだ雇用調整助成金で維持していると

ころも多い。有効求人倍率は、そこそこ伸びては来

ているが、求職と需要とのミスマッチが大きいと感

じる」と今後の雇用維持についての警戒感を語り

ました。また、田下建設部長は、「ICT（情報通信技

術）も関わりづらいところもあるが、将来に向けた

働き方改革を進める上で効果的な手段と考える。

契約に関する条例については、過去に建設労連や

連合長野の皆さんと議論を重ねてきた。契約審議

会での議論により、標準見積書に基づくしっかり

とした契約を結んだ上で、賃金・労働条件に反映さ

れるよう行ってきており、この取り組みは、かなり

進んできている。リニア工事での労災事故につい

ては、JR東海にも聞きながら、県の事業についても

安全対策をしっかりと行い進めていきたい」と述

べました。

私たちが考える政策実現をめざして
～3年ぶりの開催 県政要求部局長との懇談～
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県民文化部では、子どもの貧困対策や保育士の

処遇改善、保育士就学資金貸付事業などについて

意見交換が行われました。健康福祉部では、生活困

窮者への体制強化を求め、また、産業労働部では、

下請け等中小企業者の取引条件の改善を求めま

した。

教育委員会では、高卒就職者の早期離職を防ぐ

ためのキャリアデザインや、奨学金に関する広報

活動について意見交換が行われました。建設部で

は、契約に関する条例や、建設業の担い手確保と職

人の処遇改善について話がされ、建設労連の吉田

書記次長は、担い手育成事業について、「中学生に

教えることはとても良い刺激になっている。教える

ことが苦手な職人も多いが、お互いに切磋琢磨し

ながら、建設業の魅力発信のため励んでいる」と語

りました。企画振興部では、DX（デジタルトランス

フォーメーション）の取り組み状況や、地域交通の

再構築について意見交換を行いました。

両日の中で西澤政策担当委員長は、「3年ぶりの

部局折衝が開催でき良かった。本来であれば、現場

に近い生の声を届けたかったが、コロナ禍によりそ

れが叶わなかった。連合長野と県は今後も密接な

関係で、引続きの連携を図っていきたい」と締めく

くりました。

連合結成30周年に合わせ、47都道府県のご当地
ユニオニオンの制作を昨年企画し、連合長野は、この
冬にふさわしい“スノーモンキー・ユニオニオン”を制作
しました。
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連合長野中小労組支援委員会は、2021年12月

11日に諏訪市内で第14回経営分析学習会を開催

しました。コロナ禍により開催や参加者の減少も懸念

されましたが、予想を上回る、役員含め9産別56名の

参加をいただき、感染防止対策を十分に講じたうえ

での学習会となりました。

冒頭、連合長野･岩崎副会長は、「近年の春闘は、

官製春闘といわれてきたが、結局は単組役員の経営

分析スキルが重要。単組に戻ったら会社の財務諸表

をもらえるような労使関係を是非築いてもらいたい。組

合目線での経営分析も非常に重要」と語りました。

講義では、講師に中小企業診断士の金丸修一

先生を招き、決算書の構造と見方や経営分析によ

る企業評価について講義を受け、損益分岐点分析

の活用としてグループワークを行いました。

後半は、7～ 8名のグループに分かれ、模擬決算

報告書を使い前期と当期を比較し、中小企業の一

般指標を参考に、グループ毎で企業診断し考察を行

いました。最後のまとめでは、グループ毎の考察の結

果が出され、問題点から改善点を洗い出し、利益率

や管理･人件費、減価償却費等に

着目した発表がされました。

連合長野は、2022春闘で人への

投資を積極的に求める「未来づくり

春闘」、「みんなの春闘」を展開して

いきます。

単組役員の経営分析スキルの向上をめざして
～第14回経営分析学習会～


